








 

３ 【事業の内容】



































 

５ 【研究開発活動】

　当社グループは、新商品、新技術開発による新規事業の創出と展開を図るべく、国内の当社研究所等（先端技術研究

所、コア技術融合研究所、自動車・エレクトロニクス研究所、情報通信・エネルギー研究所、次世代インフラ創生セン

ター）及び海外のOFS Laboratories, LLC (米国)、Furukawa Electric Institute of Technology









 

２ 【主要な設備の状況】

当社グループ（当社及び連結子会社）における主要な設備は、以下のとおりであります。

(1) 提出会社

2019年３月31日現在

EDINET提出書類

古河電気工業株式会社(E01332)

有価証券報告書









 

(5) 【所有者別状況】

　2019年３月31日現在

EDINET提出書類

古河電気工業株式会社(E01332)

有価証券報告書
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(8) 【役員・従業員株式所有制度の内容】























 

EDINET提出書類

古河電気工業株式会社(E01332)

有価証券報告書
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EDINET提出書類

古河電気工業株式会社(E01332)

有価証券報告書
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EDINET提出書類

古河電気工業株式会社(E01332)

有価証券報告書

 67/137





第５ 【経理の状況】

 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について















④【連結キャッシュ・フロー計算書】
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② 有価証券

　満期保有目的債券

　主に償却原価法

　その他有価証券

　時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は主として

移動平均法により算定）

　時価のないもの

　主として移動平均法による原価法

③ デリバティブ

　時価法

　

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

② 無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用して

おります。

③ リース資産

　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　

(3) 重要な繰延資産の処理方法

① 株式交付費

　支出時に全額費用として処理しております。

② 社債発行費

　支出時に全額費用として処理しております。

　

(4) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金





 

(未適用の会計基準等)

１．提出会社及び国内連結子会社

・「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 平成30年３月30日)

・「収益認識に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第30号 平成30年３月30日)

 

(1) 概要





 

(連結貸借対照表関係)

＊１．担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりであります。

 

 



































 

(2) 商品関連

前連結会計年度（2018年３月31日）

EDINET提出書類

古河電気工業株式会社(E01332)

有価証券報告書
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要





 

当連結会計年度（自 2018年４月１日 至 2019年３月31日）

（単位：百万円）

EDINET提出書類

古河電気工業株式会社(E01332)

有価証券報告書
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【関連当事者情報】

１．関連当事者との取引

前連結会計年度（自 2017年４月１日 至 2018年３月31日）

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

該当事項はありません。

　

(2)

114/137









(2) 【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

E01332)

有価証券報告書
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(損益計算書関係)

＊１．販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度26.2％、当事業年度26.2％、一般管理費に属する費用のおお

EDINET提出書類

古河電気工業株式会社(E01332)

有価証券報告書
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 
２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日からこの有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(１) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書  

 
事業年度（第196期）(自 2017年４月１日 至 2018年３月31日) 2018年６月22日

関東財務局長に提出

(２) 内部統制報告書及びその添付書類  

 
事業年度（第196期）(自 2017年４月１日 至 2018年３月31日) 2018年６月22日

関東財務局長に提出

(３) 四半期報告書及び確認書  

 
第197期第１四半期(自 2018年４月１日 至 2018年６月30日) 2018年８月７日

関東財務局長に提出

EDINET提出書類

古河電気工業株式会社(E01332)

有価証券報告書
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